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事務・栄養職員等の36協定（休日・時間外労働 ）締結に向けて 

「個人でなく団体として交渉」全職員にも重要な課題 

「労使対等の交渉で労働条件を決定」こそ重要 
市教委は事務職員、栄養職員など休日時間外勤務と時間外手当を支給するために必要な３６協定を締結す

るための具体的な内容について校長あてに通知を出しています。 

 今後、市教委通知をもとに対応が進められることが予想されます。学校現場は学校長も含めて、労働法制の

対応に慣れているとはいえません。市教委通知は、本来の３６協定、労働時間上限規制の趣旨から問題もあり

ます。今回の対応、内容が今後の前例となり、勤務条件を左右することのないよう、慎重で十分な検討が必要

といえます。 

  ３６協定とは、「協定結んで時間外勤務を可能に」？ 

            「使用者の対応で、時間外勤務の責任を免れるもの」 

 労働基準法では１日８時間、週４０時間を超えて働かせてはならないとされ、使用者には刑事上の罰則も定

められています。これは人間らしい生活の最低限の基準として定められています。 

 歴史的に労働者が低賃金と、長時間労働に苦しめられ、人間らしい生活を奪われてきたことに対して、長い

間の労働者の運動と戦いの結果、世界の基準として確立してきた原則です。 

 市教委は、３６協定の説明に当たって、「協定を結ぶことで時間外勤務を可能にするもの」としていますが、本

来は禁止されているものを、使用者が労使協定や割増賃金などの負の責任を負うことで、時間外労働禁止の

刑事上の責任を免れようとするものです。 

 そもそも、法定時間内に収まるように業務量に見合う人員を確保し配置する責任が使用者にあるはずです。 

 日本では教員や人件費が足りなくても、現場の負担と犠牲で何とかしてと当たり前のように対応を求めら

れますが、欧米では足りない分は学校を半日授業にしたり、週休３日にするなどは当たり前に行われていま

す。 

  「対象は事務・栄養職員、交渉当事者は教員含めた全職員の代表」 

              個人ではなく「、団体として交渉」で対等な交渉にするもの!! 

 教員は給特法を根拠に勤務の特殊性があるとして、調整手当が支給される一方、時間外手当の支給が行わ

れず、３６協定の対象にはならないとされています。 

 そのため、今回の対象になるのは事務職員、栄養職員などになります。しかし、協定を結ぶ交渉の代表は「す

べての職員（非常勤含む）の代表」と定められています。 

 これは、使用者に対して弱い立場にある労働者が団体として交渉することで対等な交渉、労働条件の決定が

行われるようにとする法律に定められた重要な原則です。 

 職場では少数の事務・栄養職員だけで管理職と交渉することは、対等な交渉となりにくく、主張したくても言

えないことも出てきます。 

 さらに、代表の選出に当たっては、あくまで労働者の代表であり、使用者・管理職が主導して事前に候補を決

めたり、代表を指名すれば、協定そのものが無効になることになります。 

  あくまで民主的に労働者の代表を選出 

   時間も保障して十分な説明、理解の上での選出、協定の交渉へ 

 市教委は４月中旬に３６協定についての職員への

説明と代表選出、４月下旬に協定の締結というス

ケジュールと示しています。 

 重要なのは、事務・栄養職員等だけでなく、職場

の教職員に時間を保障して、十分な説明と理解の

上で進めることであり、その際に、対象者である事

務・栄養職員の実情や以降の反映は欠かせません。 

 当面代表者の選出が行われますが、あくまで「労働者の代表」「民主的な選出」をもとに、「労使の対等な交渉

で労働条件を決定」できる取り組みが不可欠です。 

  職員の代表    職員の過半数を占める組合がある場合  当該の組合の代表 

上記以外の場合              職員の中から代表を選出 

  代表の選出方法 立候補を募り、投票や挙手、回覧署名などによる承認などが考えられ 

ます。（互選も含む） 

事務・栄養職員の意向を反映させられるような代表選出が重要です。 

実は重要「労働者の過半数代表」 「労使の対等な交渉で労働条件の決定」 

 本来、労働法制では、「労働者が個人ではなく団体として交渉」することで、「労使の対等な交渉」に基づいて

労働条件を決定するのが根本の原則です。 

 本来は、その対等な交渉の仕組みとして「労働者代表」が定められ、一般的に労働法制では「過半数代表」が労

使協定や意見聴取などが義務付けられているものが７０件にも上り、職場の労働条件を決める上で極めて重

要になっています。 

 昼休憩時間や有給休暇の計画付与などについても、意見聴取や協定が必要なのが法令上の本来の趣旨です。 

 「笑顔の学校」「働き方改革」を言うならば、事務・栄養職員等の３６協定に限らず、本来の法令の趣旨を尊重し

て、職場の教職員との対等な交渉や話し合いをもとに、職場の勤務条件を考えていける、労働法の趣旨にの

っとったルールを確立していくよう、市教委・管理職は対応を根本から見直すべきです。 

 ３６協定を契機にすべての教職員の働 条件（時対等な交渉の在り方を見直そう 

 事務・栄養職員等の時間外勤務についての 36 協定にとどまらず、職場の勤務条件は団体として、労使の対

等な交渉で決めていくことこそ重要です。 

 有休の取得や休憩時間をはじめ、職場全体の権利制度の活用についても、労使による交渉で決めていくよ

うにしていくことが重要です。 

市教委の示すスケジュール 

４月中旬 締結関係者の確認 

４月下旬 労働者代表選出 

５月中旬 協議内容の教示（代表と校長） 

５月末（３１日〆） 協定書締結、協定届提出 
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組合加入申し込みはこちらから ⇒  

事務時栄養職員等の３６協定締結にむけて 

市教委が、各学校の協定の内容を指示・統一!? 
 「時間外勤務の縮減」、「職場での労使の対等の交渉」こそ 
 市教委は、３６協定についての説明、過半数代表の選出に合わせて、「時間外労働・休日労働に関する定届」を

校長あてに示しています。 

 ３６協定は本来、時間外勤務の時間数などをこのようにしたいという使用者からの「提案」です。 

交渉の出発点ですが、あくまで当事者の意向や実情をもとに、労使対等の交渉によって具体的な内容が決め

られるべきであり、結果的に提案道理に決まるにせよ、提案の時間数などについて、意見を述べ、対等な交渉

で具体的な内容がきめられるできものです。 

市教委が具体的な内容も「統一した形で提出」を通知 

 市教委は校長あての通知で、「対象人数、網掛け部分（日付や学校名等）以外は変更せずに統一した形で提出」

することを求めています。 

 しかし、これは法令で定める職場代表を選出し、「労使の対等な交渉で労働条件を決定」する原則をゆがめる

ものです。各学校、対象の事務・栄養職員の個々の実情や意向を反映した交渉、協定こそ重要です。 

 過去には、市教委と組合代表とで統一して３６協定を結んだことに、労働基準監督署から適切でないと指摘

され、職場ごとに協定を結ぶように改めた事例からも、今回の市教委の通知は適切とは言えません。 

 初回はなれないために、とりあえず統一で、その後は学校、職員の実情・意向を反映して、としても「なれな

い」「理解が十分でない」職場でいったん決められた協定が、前例として引き継がれ、当然のように拘束される

ことがあってはなりません。 

市教委通知「間外労を最大限に統一!!」 厚働省指針は「短くするように」 

とりわけ、重大なのは、本来の労働時間を超えて時間外勤務命令を可能にできる時間数を、最大限に設定し

て、さらにそれを統一した形で結ばせる

ものになっています。 

 「１日４時間、月４５時間、年３６０時間。休

日は月に２日まで」これでは、平日最大夜

の９時過ぎまで時間外の勤務を「命令」さ

れることさえ可能になります。 

 厚労省は３６協定の締結についての指

針を定めており、その中でも時間外労働・

休日労働は最小限にとどめるべきとして

います。 

 市教委の統一を求める通知はこの趣旨からも、重大な問題があるものです。 

職場、対象者の実情や意向を反映した、対等な交渉時決定を 

 最大限の時間設定で統一した内容を求めるのは、市教委や管理職の都合を優先したものといえます。これは

労働基準法などの労働法の趣旨とは全く違っています。 

 あくまで、職場や対象の事務・栄養職員などの実情・意向を十分に反映し、対等な交渉によって労働条件を決

定する原則こそ守られるべきです。 

「３６協定届」以前に、具体的な内容の「３６協定書」こそ重要 

市教委が校長あてにひな形を示し提出を求めているのはあくまで「３６協定届」です。その前提のより具体

的な条件や対応を含む「36協定書」については省略して、締結に向けての進め方を示しています。 

しかし、労働基準法でも、「協定をし、これを届ける」としていることからも、「協定」そのものが本来の取り決

めといえます。 

 現に、他府県・他市の教育委員会でも

３６協定に際して、協定書のひな型を示

して締結したうえで、協定届の提出を校

長に求めているところもあります。 

公立学校も可能！働 条件

は協定による確認が重要 

公務員の勤務条件の基本は法令など

で規定されており、民間企業のように

いわゆる交渉による団体協約で変更す

ることはできないとされます。 

しかし、法令の範囲内に関して、労使

の協定を結ぶことは「書面協定制度」と

して規定されており、法的拘束力はな

いものの、労使双方が尊重すべきもの

と規定されています。（地方公務員法） 

本来、職場の働 条件は  

働使の交渉、協定で明確に 

昼休憩を与えることは使用者の刑事

責任にもかかわる重大な責任です。しかし、昼休憩が一律に３:４５から指定されているのに、当たり前に会議

や行事が行われ、取得できない場合の対応も示されず、昼休憩が取れないことが放置されたままでいいはず

はありません。 

時間外勤務に際しても、職場や当該職員の実情、意向に基づいた具体的なケースについての取り決めが明

確にされ、いつの間にかあいまいにされるようなことがあってはなりません。 

このようなことを明確にして、教職員の生活と権利、命と健康を守るために、労使が対等な立場で交渉して、

その結果を協定などで確認し、職場に周知され、あいまいにされてしまわないことが重要です。 

 

 

 

「３６協定についての留意すべき事項に関する指針」 
厚労省リーフより 

➀ 間外労働 時日・働 は必要最小限にとどめる。 

② 間外労働 時日・働 を行う業務の区分を細分化し、業

務の範囲を明確にする。 

③ 日・に働 させることができる・数をできる限り少なく

し、及び日・に働 させる間外をできる限り短くするよ

うに努めなければならない。 

「36 協定書」と「36 協定届」 

働 基準法では間外労働 時日・働 について協定を

し、これを届け出ることとしている。 
協定書はこの協定を文面などにしたもので、具体的件

の取り決めや確認事項ももりこむ。 

協定届は働使の協定内容を所管官庁へ提出する文書で

厚働省などが様式を示しており、重要な項目が中心にな

り、具体や詳細までは記入していない。 

使用者と働 者代表で「働使協定書」を締結し、その

締結内容を使用者が「36 協定届」に記載して届け出るの

が本来の方法です。 

ただし、36 協定届の「働 組合の名称又は働 者の過

半数を代表する者の職氏名」記載欄に、働 者代表の署

名又は記名押印があれば、協定書を兼ねることができる

とされています。 

36 協定届には、欄が小さく詳細に書けないため、取り

決めなどを、協定書や覚書等で働使確認しておく必要も

あり、「新しい指針」休P38）には、「協定することが望ま

しい」項目が記載されています。協定書には、特に様式

はあません。 


